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Ａ．研究目的  

情 報 工 学 お よ び 心 理 学 の 知 見 と 技 術

を 応 用 す る こ と で 、 一 般 消 費 者 や 専 門

家 な ど の 多 様 な ス テ ー ク ホ ル ダ ー に 対

し て 食 品 の リ ス ク に 関 す る 共 通 理 解 を

促す食品情報開示法を開発する。  

農 薬 の 残 留 量 な ど の 食 品 の リ ス ク 情

報 は 、 基 準 に 基 づ い て 管 理 が な さ れ て

い る 。 科 学 的 に 定 義 さ れ た 基 準 は 、 食

品 中 の 残 留 量 が そ れ 以 下 で あ る 、 と い

う こ と を 明 示 し て い る と い う 意 味 で は

誠 実 だ が 、 科 学 的 な デ ー タ を 読 み 取 る

知 識 が な い 消 費 者 は そ の 値 の 持 つ 意 味

を 理 解 で き な い 。 そ の た め に 、 基 準 値

を 上 回 る 事 例 が 発 生 す る と 、 実 際 の リ

ス ク が 非 常 に 小 さ く て も 過 度 な 不 安 を

感 じ る 。 つ ま り 、 科 学 デ ー タ を そ の ま

ま 開 示 し て も 、 人 間 の 認 知 ・ 心 理 的 な

要 因 に よ っ て 、 そ の 数 値 の 持 つ 意 味 に

基 づ く 情 報 理 解 が 妨 げ ら れ る こ と す ら

あ り 、 こ の こ と が 科 学 者 や 行 政 ・ 生 産

者 ・ 流 通 と い っ た リ ス ク 分 析 に 関 わ る

側 の 理 解 と 、 消 費 者 の 理 解 と の 間 に ギ

ャ ッ プ を 生 じ さ せ る 。 こ の よ う な 理 解

の ギ ャ ッ プ を 減 ら す た め に は 、 テ レ ビ

や 新 聞 な ど の マ ス メ デ ィ ア 上 で の 利 用

が 可 能 で 、 一 般 消 費 者 が 適 切 に 情 報 を

理 解 で き る 情 報 開 示 法 の 開 発 が 必 要 で

あ る 。 特 に 食 品 に お け る 放 射 性 物 質 に

つ い て 、 我 が 国 で は 昨 年 度 よ り 、 世 界

で も 類 を 見 な い 厳 し い 基 準 値 を 設 定 し

た こ と も あ り 、 そ の 理 解 を 促 進 す る ツ

ールは非常に重要である。  

 

Ｂ．研究方法  

本年度は、Ⅰ．農薬に関する表示によ

る理解の支援の効果測定（担当：和田・

木村・小川）、Ⅱ．放射性物質に関する消

費者の情報認識と認知特性に関する調査

（担当：和田・木村・小川）、Ⅲ．消費者

態度の類型化に関する研究（担当：木村・

和田・小川）、Ⅳ．対話型学習ツールの開

発（担当：湯浅・小川・和田・小川）、に
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着手した。  

 

Ｃ．研究の経緯  

当初の計画では、最初にステークホル

ダーが抱きやすい放射線と食品に関連す

る疑問についてのインターネット調査を

実施する予定であった。その前段階とし

て、消費者が実際に食品会社などに問い  

合わせる内容を明らかにするために、食

品会社の受け答え担当者へのインタビュ

ー調査を行った。また、一般消費者のリ

スク認知には個人の認知傾向も関与する

ことが最近報告されたことから、一般消

費者の認知傾向の類型化のために、一般

消費者の認知特性を測定する直感的・分

析的思考に関する検査を導入した。これ

らの情報をも含むインターネット調査を

実施するために、予定よりも多くの時間

を準備に要した。しかし、24 年度予定し

ていた 3 回のインターネット調査は実施

することができ、分析も進んでいる。  

これらの調査の一部である、情報開示

アイコンの理解促進効果に関する調査結

果は論文化し、現在、日本健康教育学会

誌で審査中になっている。また、新しい

消費者の類型として直感的・分析的思考

傾向の検査と食品に関するリスクの調査

を行い、両者に強い関連を見出すことが

できた。詳細な分析はまだ完了していな

いが、今後のリスクコミュニケーション

の促進にとって、新たなきり口を提案す

るインパクトの強い結果になると予測し

ている。  

さらに、 web での情報開示ツールにつ

いては、テキストで消費者が質問を入力

した時にキーワードを拾って適切なアウ

トプットを提示するシステムのプロトタ

イプを作成し、論文をして出版した (湯浅

ら , 2012)。今後の、Web ツールの開発は、

この入力システムを活かす予定である。

自由記述をベースとした本システムを快

適に運用するためには、膨大なデータベ

ースが必要であるが、25 年度中に今後の

開発のプロトタイプとなるレベルのコン

テンツを部分的に完成させることを第一

目標として開発を進めることができるだ

ろう。  

 


